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2025 年度 環境関連の活動とデータ 

（気候変動 Scope3 関連） 
2025 年 4 月 1 日 ～ 2026 年 3 月 31 日 
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サプライチェーン排出量（Scope 1～3） 

近年の気候変動問題の深刻化に伴い、企業には自社の温室効果ガス排出量に留まらず、サプライチェーン全体にお

ける排出量を把握することが求められています。ディスコでは 2014 年度から当社を取り巻く活動から排出される温

室効果ガス排出量を算定しています。2025 年度は、サプライチェーン全体での温室効果ガス排出量（Scope 1～3）は

約 1,597 千 t-CO2e でした。 

このうちの大部分が事業活動に関連する他社の排出量（Scope 3）であり、最も排出量が多いカテゴリは全体の約 83％

を占める「販売した製品の使用に伴う排出」でした。今後、省エネ製品開発の推進に加え、関連するステークホルダー

と情報を共有しながら、サプライチェーン全体での温室効果ガスの排出削減を推進します。 

 
  ※1 2025 年度に、活動量及び排出係数等を改めて精査し算定方法を見直しました。カテゴリ 4、6、7、9 については Tank-to-Wheel(TTW) ベースから Well-to-Wheel(WTW）ベースの算定方法

に変更しました。また、カテゴリ 4、9 については、当社の輸送実態に応じた排出原単位を採用し、カテゴリ 6、7 については移動手段別の活動量及び排出原単位を用いる算定方法に変更し
ました。 

※2 2024 年度に、第三者保証取得を目的として GHG プロトコルを参照し、Scope3 の算定範囲・算定方法を以下のとおり見直しました。 

カテゴリ 1（購入した製品・サービス） 
① 算定範囲の拡大：従来は、出荷した製品に含まれる原材料のみを算定対象としていましたが、製造過程で使用する副資材、事務用品などの非製造活動における物品、さらに外注作業など

のサービスも算定対象に加えました。 
② 算定方法の見直し：従来は、製品の主要材質である金属や樹脂等の構成比をもとに、金属や樹脂等の代表的な排出係数を用いて算定していましたが、個々の購入品を確認し、それぞれに

適した排出係数を用いる方法に変更しました。 

カテゴリ 4（上流の輸送・配送） 

① 算定範囲の拡大：顧客への輸送のうち自社が費用負担しているものをカテゴリ 4 に加えました。 

② 算定方法の見直し：従来は代表的な燃料使用量を一律に設定した簡易的な算定方法でしたが、精度向上のために以下の方法に変更しました。 

・国内拠点間の輸送：実際の輸送距離を加味した燃費法 

・上記以外の輸送：実際の輸送距離及び重量を加味したトンキロ法 

カテゴリ 9（下流の輸送・配送）  
算定範囲を拡大し、従来対象であった国内輸送に加え、海外輸送を新たに算定対象としました。また、従来は国内拠点から国内空港・港湾への輸送をすべてカテゴリ 9 として算定していま
したが、費用負担および取引実態を踏まえ、一部をカテゴリ 4 に分類変更しました。 

カテゴリ 10（販売した製品の加工）  

当社子会社である株式会社ダイイチコンポーネンツの半製品を新たに算定対象に加えました。 

カテゴリ 11（販売した製品の使用） 

① 算定範囲の拡大：周辺機器および株式会社ダイイチコンポーネンツの製品・半製品を新たに算定対象に加えました。 

② 電力の CO₂排出係数の見直し：従来は日本国内の排出係数を一律に使用していましたが、出荷先の国・地域ごとに対応する排出係数を用いる方法に変更しました。 
③ ユーティリティの使用に伴う CO₂排出量算定の更新：半導体製造装置及びその周辺機器については、空気、窒素、冷却水、純水などのユーティリティ使用に伴う CO₂排出量の算定につい

て、2023 年公開の SEMI(Semiconductor Equipment and Materials International) のガイドラインである「S23-1021E2(Guide for Conservation of Energy, Utilities and Materials Used 
by Semiconductor Manufacturing Equipment)」に基づく最新の係数等を採用しました。また、使用年数は 2025 年公開の SCC(Semiconductor Climate Consortium)のガイドラインであ
る「SCOPE 3 CATEGORY 11 GHG ASSESSMENT」を参考として、15 年から 10 年に変更しました。 

カテゴリ 13（下流のリース資産）  

海外顧客への貸出装置や建物などについても算定対象に加えました。 

※3 上記※1 及び※2 に示す算定方法・算定範囲の変更を行いましたが、過年度の排出量については一部のデータを入手することができないため、遡及して再算定を行っていません。そのため、

データの単純比較はできません。 

※4 ☑マークを付した FY2025 のカテゴリ（1、３、4、５、９、11）については、KPMG あずさサステナビリティ株式会社より第三者保証を取得しました。 

カテゴリ別データ（Scope 3） 
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 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024 FY2025 

Scope 1 6,738 8,434 6,369 6,525 7,245 

Scope 2（マーケット基準） 44,706 37,220 35,598 3,485 3,540 

Scope 3 1,417,269 1,400,249 1,085,791 1,564,013 1,586,618 

合計（Scope 1＋２＋３） 1,468,713 1,445,902 1,127,758 1,574,023 1,597,403 

 

 

 
 
 
 
  

GHG総排出量

1,597千t-CO2e

Scope1 0.5%

Scope3 カテゴリ11
販売した製品の使用

82.8%

Scope3 その他のカテゴリ

16.5%

Scope2 0.2%

2025 年度 Scope 1, 2, 3 の排出量 

Scope 別データ 
(t-CO2e) 
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集計範囲及び算定方法 
集計期間 集計範囲 

2025/4/1～2026/3/31 「温室効果ガスプロトコルの企業算定及び報告基準(2004 年）」（以下、「GHG プロトコル(2004 年)」という）における経営支配力アプローチに基
づき、株式会社ディスコ及びすべての連結子会社を算定対象としています。 

 
指標 算定方法 

Scope3 
 

Scope1, 2 以外の間接的な温室効果ガスの排出量 
温室効果ガス排出量（Scope 3）は GHG プロトコル(2004)に基づき算定しました。また、「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に
関する基本ガイドライン ver.2.8」（環境省・経済産業省）を参照しております。 

排出係数は以下のデータベースのものを使用しました。 
➀ サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース ver3.6 (環境省・経済産業省) 
② LCI データベース AIST-IDEA Ver.3.4.1 IPCC2021 with LULUCF AR6 (国立研究開発法人 産業技術総合研究所 安全科学研究部門 IDEA ラボ) 
③ 2005 年 グローバルサプライチェーンを考慮した環境負荷原単位 (独立行政法人国立環境研究所) 
④ Emissions Factors 2023 の国別排出係数 (International Energy Agency) 
⑤ Global Logistics Emissions Council Framework for Logistics Emissions Accounting and Reporting（GLEC Framework）, Version 3.2 
(Smart Freight Centre) 

Scope3 各カテゴリの算定式 

1.購入した製品・サービス Σ( 購入した製品・サービスの物量または金額 × 排出係数 ) 
・上記データベース①、②、③の排出係数を使用しました。 
・購入金額から輸送費の切り分けが出来ないものについては、その輸送に伴う排出量をカテゴリ 4 ではなくカテゴリ 1 に含めて集計しました。 

2.資本財 資本財の購入又は取得金額 × 排出係数 
・上記データベース①の排出係数を使用しました。 

3.Scope1,2 に含まれない 
  燃料およびエネルギー活動 

Σ( エネルギー購入量 × 燃料調達時の上流排出及び送配電ロスに伴う排出を含む排出係数) 
・上記データベース①、②、④の排出係数を使用しました。 

4.輸送、配送（上流） トンキロ法または燃費法に基づいて算定しました。 
トンキロ法（トラック）：Σ( 輸送トンキロ × 排出原単位 ) 
トンキロ法（船舶・航空機）：Σ( 輸送トンキロ ×排出原単位) 
燃費法：Σ( 輸送距離 ÷ 燃費 × 排出係数 ) 
・上記データベース⑤の輸送モード別の排出原単位、ならびに燃料別の排出係数について、Well-to-Wheel(WTW)の値を使用しました。 
・トラック輸送では地図サービス（OpenStreetMap）を用いて実際の輸送距離を設定し、その他の航空機及び船舶輸送では SuMPO（一般社団法人
サテナブル経営推進機構）が公表している「環境ラベルプログラム 国・地域間距離データベース」の空港及び港間の輸送距離で設定しました。 

5.事業から出る廃棄物 Σ( 種類別の廃棄物量 × 排出係数 ） 
・上記データベース①の排出係数を使用しました。 

6.出張 Σ( 移動手段別の金額×排出係数)  
・上記データベース①の排出係数を使用しました。 

7.雇用者の通勤 Σ( 移動手段別の通勤距離×排出係数) 
・上記データベース②の排出係数を使用しました。 

8.リース資産（上流） Scope1,2 に含む 

9.輸送・配送（下流） トンキロ法に基づいて算定しました。 
トラック：Σ( 輸送トンキロ × 排出原単位 ) 
船舶・航空機：Σ( 輸送トンキロ ×排出原単位) 
・上記データベース⑤の輸送モード別 GHG 排出原単位について、Well-to-Wheel(WTW)の値を使用しました。 
・カテゴリ 4 と同様の方法で輸送距離を設定しました。 

10.販売した製品の加工 Σ( モーター部品等の半製品の売上金額 × 排出係数 ) 
・上記データベース②の排出係数を使用しました。 

11.販売した製品の使用 Σ( 各製品の販売台数 × エネルギー消費量 × 使用時間 × 排出係数 ) 
・算定対象製品は半導体製造装置及びその周辺機器、モーター及びその部品としました。 
・エネルギー消費量は実測値または推計値（製品仕様などに基づき設定）を使用しました。半導体製造装置及びその周辺機器のエネルギー消費量
には電気に加えて装置稼働に必要なユーティリティ（空気、窒素、冷却水、純水）の使用に伴うエネルギー消費量も含めました。ユーティリティ
使用量からエネルギー消費量への推計には 2023 年公開の SEMI(Semiconductor Equipment and Materials International) の S23-1021E2
（Guide for Conservation of Energy, Utilities and Materials Used by Semiconductor Manufacturing Equipment）の変換係数を使用しました。 

・モーター部品のエネルギー消費量は、最終製品のエネルギー消費量に最終製品の重量に占める半製品の割合を乗じた値を使用しました。 
・半導体製造装置及びその周辺機器の使用時間は 2025 年公開の SCC(Semiconductor Climate Consortium)のガイドラインである「SCOPE 3 
CATEGORY 11 GHG ASSESSMENT」を参考として、10 年に設定しました。 

・モーター及びその部品の使用時間は製品寿命を用いるか、寿命の設定がない場合は製造物責任法の 10 年もしくはモーターが搭載される製品の税
法上の耐用年数を用いました。 

・上記データベース④の排出係数を使用しました。 

12.販売した製品の廃棄 Σ（ 販売した製品、梱包材及び有価物の重量 × 処理方法別排出係数） 
・上記データベース①の排出係数を使用しました。 

13.リース資産（下流） 装置及び機器：Σ( リース台数 × 年間エネルギー消費量 × 排出係数 ) 
建物：Σ( 貸床面積 × 排出係数 ) 
・上記データベース①、④の排出係数を使用しました。 

14.フランチャイズ 非該当 

15.投資 非該当 

 ※1 温室効果ガス排出量の定量化は、活動量データの測定及び排出係数の決定に関する不確実性並びに地球温暖化係数の決定に関する科学的不確実性にさらされています。 
※2 サステナビリティ情報の信頼性向上のため、2024 年度より Scope 3 カテゴリ 1、4、11 について、また 2025 年度よりカテゴリ 3、5、9 についても、第三者保証を取得しています。 






